
 

○情報公開条例（抄） 

平成12年３月28日条例第６号 

 

（定義） 

第１条 この条例において「実施機関」とは、知事、教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会、

監査委員、公安委員会、警察本部長、労働委員会、収用委員会、海区漁業調整委員会、内水面漁

場管理委員会並びに公営企業及び病院事業の管理者をいう。 

２ この条例において「地方独立行政法人等」とは、公立大学法人兵庫県立大学、兵庫県住宅供給

公社、兵庫県道路公社及び兵庫県土地開発公社をいう。 

３ この条例において「実施機関等」とは、実施機関及び地方独立行政法人等をいう。 

４ この条例において「公文書」とは、実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画

及び写真（これらを撮影したマイクロフィルムを含む。以下同じ。）並びに電磁的記録（電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。

以下同じ。）であって、当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が保有

しているものをいう。ただし、次に掲げるものを除く。 

(１) 歴史文書（公文書等の管理に関する条例（令和元年兵庫県条例第10号）第２条第３項第１

号に規定する歴史文書をいう。次項第１号において同じ。）その他の当該実施機関が一般の利

用に供することを目的として保有しているもの 

(２) 官報、公報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的として

発行されるもの 

５ この条例において「法人文書」とは、地方独立行政法人等の役員又は職員が職務上作成し、又

は取得した文書、図画及び写真並びに電磁的記録であって、当該地方独立行政法人等の役員又は

職員が組織的に用いるものとして、当該地方独立行政法人等が保有しているものをいう。ただし、

次に掲げるものを除く。 

(１) 歴史文書その他の当該地方独立行政法人等が一般の利用に供することを目的として保有し

ているもの 

(２) 官報、公報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的として

発行されるもの 

６ この条例において「公文書等」とは、公文書及び法人文書をいう。 

（実施機関等の責務） 

第２条 実施機関等は、公文書等の公開を請求する権利が十分に保障されるようこの条例を解釈し、

及び運用するものとする。 

２ 実施機関等は、県民が必要とする情報を迅速に提供する等その保有する情報を広く県民の利用

に供するよう努めるものとする。 

３ 前２項の場合において、実施機関等は、個人に関する情報がみだりに公にされることのないよ

う最大限の配慮をしなければならない。 

（請求権者の責務） 

第３条 この条例の定めるところにより公文書等の公開を請求しようとするものは、この条例の目

的に即して、適正な請求に努めるとともに、公文書等の公開を受けたときは、これによって得た

情報を適正に使用しなければならない。 

（公開請求権） 

第４条 何人も、実施機関に対し、公文書の公開を請求することができる。 

（公開請求の手続） 

第５条 前条の規定による公開の請求（以下この章及び第３章第１節において「公開請求」という。）

は、次に掲げる事項を記載した請求書（以下「請求書」という。）を実施機関に提出してしなけ

ればならない。 

(１) 公開請求をするものの氏名又は名称及び住所又は居所並びに法人その他の団体にあっては、

その代表者の氏名 

(２) 公開請求に係る公文書を特定するために必要な事項 
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２ 実施機関は、公開請求をしようとするものに対し、当該公開請求に係る公文書の特定に必要な

情報を提供するものとする。 

３ 実施機関は、請求書に形式上の不備があると認めるときは、公開請求をしたもの（以下「請求

者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。この場合におい

て、実施機関は、請求者に対し、補正の参考となる情報を提供するよう努めなければならない。 

（公文書の公開義務） 

第６条 実施機関は、公開請求があったときは、当該公開請求に係る公文書に次の各号のいずれか

に該当する情報（以下「非公開情報」という。）が記録されている場合を除き、請求者に対し、

当該公文書を公開しなければならない。 

(１) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、特定の

個人を識別することができるもののうち、通常他人に知られたくないと認められるもの又は特

定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するお

それがあるもの 

(２) 法人その他の団体（国、独立行政法人等（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する

法律（平成13年法律第140号）第２条第１項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）、

地方公共団体及び地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条第１

項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）を除く。以下「法人等」という。）に関

する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、公にすることにより、当該法

人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの。ただし、

人の生命、身体若しくは健康に危害を及ぼすおそれのある事業活動又は人の財産若しくは生活

に重大な影響を及ぼす違法若しくは著しく不当な事業活動に関する情報を除く。 

(３) 公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の

安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると実施機関が認めることにつき相当の理由があ

る情報 

(４) 法令若しくは条例の規定により、又は法律若しくはこれに基づく政令による明示の指示（地

方自治法（昭和22年法律第67号）第245条第１号への指示その他これに類する行為をいう。）に

より、公にすることができない情報 

(５) 県の機関並びに国、独立行政法人等、他の地方公共団体及び地方独立行政法人の内部又は

相互間における審議、検討又は協議に関する情報であって、公にすることにより、率直な意見

の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に県民の間に混乱を生じさ

せるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの 

(６) 県の機関若しくは国、独立行政法人等、他の地方公共団体若しくは地方独立行政法人が行

う事務若しくは事業に関する情報であって、公にすることにより、次に掲げるおそれその他当

該事務若しくは事業の性質上、当該事務若しくは事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあ

るもの又は警察官その他の公務員（国家公務員法（昭和22年法律第120号）第２条第１項に規定

する国家公務員及び地方公務員法（昭和25年法律第261号）第２条に規定する地方公務員をい

う。）（以下「警察官等」という。）の従事する事務若しくは事業の遂行に係る情報に含まれ

る警察官等の氏名であって、公にすることにより、当該警察官等の従事する事務若しくは事業

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるものとして実施機関の規則（実施機関が警察本部長

である場合にあっては、公安委員会規則）で定めるもの 

ア 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確な事実の

把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難

にするおそれ 

イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立

行政法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ 

ウ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 

エ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 

オ 地方公共団体が経営する企業、独立行政法人等又は地方独立行政法人に係る事業に関し、

その企業経営上の正当な利益を害するおそれ 


